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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 第81期中より中間連結財務諸表を作成しております。なお、第80期までは連結財務諸表を作成していないため、記載して
おりません。 

３ 第81期中間連結会計期間は中間貸借対照表のみが連結対象であり、中間連結損益計算書は作成していないため、売上高等
の連結経営成績、1株当たり中間純利益、潜在株式調整後１株当たり中間純利益、中間連結キャッシュ・フローの状況に
ついては記載しておりません。 

４ 第81期以降の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。 

    ５  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) ― ― 3,352,109 ― 2,610,694

経常利益 (千円) ― ― 731,268 ― 934,789

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 394,977 ― 586,598

純資産額 (千円) ― 5,913,391 9,012,218 ― 6,296,588

総資産額 (千円) ― 9,490,016 18,042,795 ― 11,492,841

１株当たり純資産額 (円) ― 166.93 225.81 ― 177.79

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) ― ― 10.55 ― 17.59

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 62.3 49.9 ― 54.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △4,087,854 ― △3,901,287

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △564,326 ― 171,830

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 5,740,293 ― 3,591,366

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 1,944,733 ― 852,208

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) ― 81
119
(202)

― 
103
(176)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第80期までは潜在株式がないため、第81期中以降は希薄化
効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    ３  従業員数は就業人員数を表示しております。 
４ 持分法を適用した場合の投資利益については、第81期中までは関連会社の重要性が乏しいため、第81期からは連結財務諸
表を作成することとなったため記載を省略しております。 

５ 第81期から連結財務諸表を作成することとなったため、第81期以降のキャッシュ・フローの状況については記載しており
ません。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 368,591 610,979 2,354,439 978,924 1,734,187

経常利益 (千円) 172,728 343,861 779,100 545,797 956,043

中間(当期)純利益 (千円) 168,354 200,130 443,189 459,947 609,752

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 800,000 2,061,788 3,231,788 800,000 2,061,788

発行済株式総数 (千株) 16,000 35,465 39,965 16,000 35,465

純資産額 (千円) 2,974,463 5,913,391 9,083,522 3,295,676 6,324,093

総資産額 (千円) 4,280,696 9,276,554 17,785,093 6,662,791 11,230,307

１株当たり純資産額 (円) 186.20 166.93 227.60 206.35 178.57

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 10.54 6.93 11.84 28.79 18.31

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― 1.00 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 69.5 63.7 51.1 49.5 56.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △146,136 △1,154,335 ― △1,600,603 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △154,791 △140,758 ― △272,538 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 225,386 2,345,105 ― 2,159,603 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 623,826 2,035,841 ― 985,830 ―

従業員数 (人) 13 13 5 13 10



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において当社グループ(当社及び関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

    当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

４【従業員の状況】 

 （1）連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

（注）当社のマーチャント・バンキング事業、全社（共通）の事業においては、両事業に同一の従業員が従事しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

（注）従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は安定しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ホスピタリティ＆ウェルネス事業   

ボウリング事業 7 （37） 

ホ テ ル 事 業 68 （94） 

スイミング事業 20 （67） 

共通 ７  （1） 

繊維事業 12 （3） 

マーチャント・バンキング事業 

5   全社（共通） 

合計 119 （202） 

従業員数(人) ５ 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

 （1）業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国の経済環境は、輸出や設備投資の堅調な推移を背景に大手企業の業績が回

復し、それに伴う個人消費も堅調に推移する等、持続的な景気回復基調を示しております。 

    当社の事業領域であるマーチャント・バンキングビジネス（投資銀行業務）におきましては、企業再生も含め

た様々な企業再編が引き続き活発であること、また不動産業界においては上場銘柄数や時価総額において急成長

を示している不動産投資信託（J-REIT）を中心に、収益物件に対する不動産の購入ニーズが高まっている中で、

不良債権の処理や減損会計の導入を背景とした不動産売却・流動化も活発化し、不動産市場の流通フローが従来

以上に改善してきており、企業投資および不動産投資事業ともに、当社にとって追い風の状況が続いておりま

す。 

    このような環境下におきまして、マーチャント・バンキング事業は不動産流動化事業による投資収入が堅調に

推移した他、不動産賃貸事業では積極的な新規テナント獲得や新規賃貸物件の取得に努めたこと、更に企業投資

事業が売上・収益に貢献したこと等により、売上高は2,206百万円、営業利益は965百万円となりました。 

ホスピタリティ＆ウェルネス事業では、従来のホテル、スイミング、ボウリングに加え茨城県坂東市にボウリ

ング＆アミューズメントのAMPLEXが新規オープンしたことにより、売上高は1,105百万円、営業損失は68百万円と

なりました。その他、中華人民共和国における繊維事業については、小さいながらも買収した工場が操業をして

おり、売上高は40百万円、営業利益は1百万円となりました。 

以上のような結果、当中間連結会計期間の売上高は3,352百万円となりました。また、経常利益につきましては

731百万円、中間純利益394百万円となりました。 

なお、前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、前年同期比の記載をしておりませ

ん。 

  

  

※営業投融資の会計処理について 

当社グループが営業投資目的で行う投融資(営業投融資)については、投資対象企業の企業価値向上を実現し、

投資により保有した株式等の有価証券を将来的に売却することによる収益獲得を事業の目的としており、投資対

象企業を傘下に入れることを目的とした投資でないため、子会社、または関係会社とはいたしません。従って、

投資目的による投資勘定は全て流動資産(営業投資有価証券、営業匿名組合出資金、営業出資金、営業貸付金)に

計上し、関連損益は営業損益に計上いたします。 



当中間連結会計期間における、当該投資実績を投資の種類別に示しますと、次のとおりであります。 

(注）「営業投資有価証券」「営業匿名組合出資金」は、当社グループが直接投資により取得した有価証券であります。 

   「営業出資金」は、当社グループが直接投資により取得した出資金であります。 

   「営業貸付金」は、当社グループの投資先、または投資用ＳＰＣに対する貸付金であります。 

  

 （2）キャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、マーチャント・バンキング事
業における営業投資有価証券、匿名組合出資金及びたな卸資産への投資による支出があったものの、株式の発行
による資金調達並びに長短借入金による資金調達を行ったことにより、1,944百万円となりました。 
  

  各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

    営業活動の結果使用した資金は、4,087百万円となりました。その主な要因は、税金等調整前中間純利益が698

百万円あったものの、営業投資有価証券の増加2,281百万円、匿名組合出資金の増加2,500百万円、及びたな卸資

産の増加921百万円によるものであります。  

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

    投資活動の結果使用した資金は、564百万円となりました。その主な要因は、有形固定資産の取得による支出

266百万、長期貸付による支出181百万円、及び敷金保証金の差入による支出107百万円によるものであります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、5,740百万円となりました。その主な要因は、長期借入金の返済158百万円が

あったものの、株式の発行による2,329百万円の資金調達、及び短期借入金2,885百万円、長期借入金865百万円の

借入による収入によるものであります。 

  

なお、前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、前年同期比の記載をしておりませ

ん。 

  

  

投資の種類の 

名称 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

  
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額 

(千円) 

  
営業投資 

有価証券 
135,665  6,364,955  3,808,863  

  

  上場 ―  353,000  ―  

  未上場 135,665  617,029  134,565  

  
匿名組合 

出資金 
―  5,394,926  3,674,298   

  

営業匿名組合 

出資金 
2,182,500  ―  ―  

営業出資金 ―  9,000  ―  

営業貸付金 650,000  ―  ―  

合 計 2,968,165  6,373,955  3,808,863  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績はその他事業に実績はありますが、全セグメントの合計額に占める割合が低いため、記載を省略して

おります。 

  

(2) 受注実績 

主な受注は不動産流動化関連であり、極めて個別性の高い取引であるため、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

  

 (注) １ 前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、前年同期比の記載をしておりません。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

   当中間連結会計期間において、当社の事業及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間

（自 平成17年4月1日 
至 平成17年9月30日） 

前年同期比(％) 

マーチャント・バンキング事業 （千円） 2,206,087 ― 

ホスピタリティ＆ウェルネス事業 （千円） 1,105,374 ― 

その他事業 （千円） 40,647 ― 

合計 （千円） 3,352,109 ― 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。 

（１）提出会社 

  

上記の他、主要な賃貸借設備として以下のものがあります。 

  
（２）国内子会社 
  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 従 業 員

（名） 
建物及び構築物 機械装置及び

運 搬 具 
土  地 
( 面 積 ㎡ ) 

そ の 他

AMPLEX 
(茨城県坂東市) 

ホスピタリティ

＆ウエルネス事

業 

ボウリング＆ア

ミューズメント

設備 
210,537 1,882 ― 17,066 ―

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメントの名

称 
設備の内容 年間賃借料(千円) 

AMPLEX 
(茨城県坂東市) 

ホスピタリティ＆ウエルネス

事業 
ボウリング設備(リース) 18,295

AMPLEX 
(茨城県坂東市) 

ホスピタリティ＆ウエルネス

事業 
店舗(賃借) 93,600

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別

セグメントの

名 称 
設備の内容

帳簿価額（千円） 従 業 員

（名） 
建物及び構築

物 
機械装置及び

運 搬 具 
土  地 
( 面 積 ㎡ ) 

そ の 他

株式会社

ア セ ッ

ト・オ ペ

レーター

ズ 

AMPLEX 
(茨城県坂東

市) 

ホスピタリテ

ィ＆ウエルネ

ス事業 

ボウリング＆ア

ミューズメント

設備 ― ― ― 11,715 ２



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

② 【発行済株式】 

(注) 平成17年6月24日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対しその所
有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割(無償交付)することを決議し、平成17年11月21日付けにて株式の分割により株式数が増加し

ております。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 124,000,000

計 124,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 39,965,398 79,930,796
大阪証券取引所
市場第二部 
福岡証券取引所 

― 

計 39,965,398 79,930,796 ― ― 



 (2) 【新株予約権等の状況】 

①平成16年７月29日取締役会決議により付与 

  
（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
   

  
            また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社となる場合、当社

は払込金額を調整する。 
  
   ３  平成17年6月24日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対しその

所有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割(無償交付)することを決議し、平成17年11月21日付けにて株式の分割により株式数が増

加しております。 

  
  
  
  
  
  
  
  

株主総会の特別決議日 （平成16年６月25日） 

  中間会計期間末現在
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   566（注）1   1,132（注）1,3 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 566,000 1,132,000（注）3 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり440（注）2 1株当たり220（注）2,3 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  440
資本組入額 220 

発行価格  220 
資本組入額 110 

(注) 3

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役若しくは従
業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定
年退職等その他正当な理由のある
場合はこの限りではない。 
新株予約権の行使前日の証券取
引所における当社普通株式取引の
終値が1株当たり払込金額の1.5倍
以上であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１

分割・併合の比率

    
既発行株式数

新発行株式数＋1株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  
  ②平成17年４月12日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
   

  
            また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社となる場合、当社

は払込金額を調整する。 
  
   ３  平成17年6月24日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対しその

所有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割(無償交付)することを決議し、平成17年11月21日付けにて株式の分割により株式数が増

加しております。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  

株主総会の特別決議日 （平成16年６月25日） 

  中間会計期間末現在
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   34（注）1   68（注）1,3 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 34,000 68,000（注）3 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり415（注）2 1株当たり208（注）2,3 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月25日～

平成21年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  415
資本組入額 208 

発行価格  208 
資本組入額 104 

(注)3

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役若しくは従
業員の地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定
年退職等その他正当な理由のある
場合はこの限りではない。 
新株予約権の行使前日の証券取
引所における当社普通株式取引の
終値が1株当たり払込金額の1.5倍
以上であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１

分割・併合の比率

    
既発行株式数

新発行株式数＋1株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  
  
  ③平成17年８月９日取締役会決議により付与 

（注）１ 新株予約権の行使の条件１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円

未満の端数は切り上げる。 
   

  
            また、当社が存続会社となる合併により新株予約権が承継される場合、または当社が他社と株式交換により完全親会社となる場合、当社

は払込金額を調整する。 
  
   ３  平成17年6月24日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対しその

所有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割(無償交付)することを決議し、平成17年11月21日付けにて株式の分割により株式数が増

加しております。 

  
  
  
  

  
  
  
  

株主総会の特別決議日 （平成17年６月24日） 

  中間会計期間末現在
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個）   571（注）1   1,142（注）1,3 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 571,000 1,142,000（注）3 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり807（注）2 1株当たり404（注）2,3 

新株予約権の行使期間 
平成19年６月25日～

平成22年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  807
資本組入額 404 

発行価格  404 
資本組入額 202 

(注)3

新株予約権の行使の条件  新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時においても、
当社の取締役、監査役、顧問若し
くは従業員の地位にあることを要
する。ただし、任期満了による退
任、定年退職等その他正当な理由
のある場合、又は取締役会の承認
を受けた場合はこの限りではな
い。 
新株予約権の行使前日の証券取
引所における当社普通株式取引の
終値が1株当たり払込金額の1.5倍
以上であることを要する。 
その他条件は、総会及び新株予
約権発行の取締役会決議に基づ
く、当社と新株予約権の割り当て
を受けたものとの間で締結した
「新株予約権割当契約書」の約定
による。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権の譲渡、質入その他
処分は認めない。 

同左 

調整後払込価格＝ 調整前払込金額× 
１

分割・併合の比率

    
既発行株式数

新発行株式数＋1株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝  調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価

既存発行株式数＋新規発行株式数 



  
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）１ 平成17年7月11日を払込期日とする発行価額520円(内資本組入額260円)の第三者割当増資（主な割当先、株式会社エフ・アール・ホールデ

ィング、伊藤忠商事株式会社）による増加であります 

２ 平成17年6月24日開催の取締役会において、平成17年9月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対しその所

有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割(無償交付)することを決議し、平成17年11月21日付けにて株式の分割により株式数が発行済

株式総数残高と同株増加しております。 

  

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株式会社エフ・アール・ホールディングは、アセット・マネジャーズ株式会社の100％子会社であります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年７月11日 4,500,000 39,965,398 1,170,000 3,231,788 1,170,000 2,428,708

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社エフ・アール・ホールディング 千代田区内幸町1-1-1 22,463 56.20

伊藤忠商事株式会社 港区北青山2-5-1 2,200 5.50

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜2-4-6 1,483 3.71

日本トラスティ・サービス信託銀行(信託
口) 

中央区晴海1－8－11 876 2.19

ＢＥＶ2号投資事業組合 中央区日本橋蛎殻町1-2-3 500 1.25

株式会社ビーアイジーグループ 中央区京橋2-7-14 500 1.25

株式会社ロジコム 東大和市向原1－3－21 500 1.25

モルガンスタンレーアンドカンパニーイ
ンターナショナルリミテッド 
常任代理人 モルガン・スタンレー証券
会社東京支店 

渋谷区恵比寿4－20－3 459 1.14

日興シティグループ証券株式会社 港区赤坂5－2－20 440 1.10

飯島義雄 福井市松本2-37-3 400 1.00

計 29,821 74.6



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １. 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含まれております。 

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式320株が含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

55,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

39,668,000
39,668 ― 

単元未満株式 
普通株式 

242,398
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 39,965,398 ― ― 

総株主の議決権 ― 39,668 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
名古屋市千種区星が丘元町
15番14号 

55,000 ― 55,000 0.14アセット・インベスターズ
株式会社 

計 ― 55,000 ― 55,000 0.14

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 500 571 690 849 777 729

最低(円) 360 494 550 662 685 379



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 （1） 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第5号)附則第3項のただし書きに

より、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 （2） 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第5号)附則第3項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 （3） 前中間連結会計期間は中間貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュフロー計算書は作成しておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに、第81期中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び第82期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで)の中間財務諸表について中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

1. 現金及び預金 ※2  2,283,846 1,944,733  853,208 

2. 受取手形及び売掛金    73,787 107,028  70,051 

3. 有価証券    ― 909,017  2,065,162 

4. 営業投資有価証券    135,665 6,364,955  3,808,863 

5. 営業出資金    ― 9,000  ― 

6. 営業匿名組合出資金    2,182,500 ―  ― 

7. 匿名組合出資金    458,906 2,500,000  ― 

8. たな卸資産 ※2  286,580 2,164,729  1,254,125 

9. 営業貸付金    650,000 ―  ― 

10. 繰延税金資産    13,024 ―  22,731 

11. その他流動資産    50,916 179,728  86,497 

貸倒引当金    △309 △491  △475 

流動資産合計    6,134,916 64.6 14,178,702 78.6  8,160,164 71.0

Ⅱ 固定資産         

1. 有形固定資産 ※1       

(1) 建物及び構築物 ※2  1,147,196 1,319,586  1,132,566 

(2) 機械装置及び 
運搬具 

   6,853 82,786  81,293 

(3) 土地 ※2  1,830,430 1,782,430  1,782,430 

(4) その他 
有形固定資産 

   25,225 46,739  26,113 

有形固定資産合計    3,009,704 31.7 3,231,542 17.9  3,022,403 26.3

2. 無形固定資産         

(1) 連結調整勘定    96,847 77,478  87,163 

(2) その他 
  無形固定資産 

   2,446 5,424  4,396 

無形固定資産合計    99,294 1.1 82,902 0.5  91,559 0.8

3. 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券    210,324 204,399  167,723 

(2) その他投資 
  その他の資産 

   44,750 345,249  50,989 

貸倒引当金    △8,975 ―  ― 

投資その他の資産 
合計 

   246,100 2.6 549,648 3.0  218,713 1.9

固定資産合計    3,355,099 35.4 3,864,093 21.4  3,332,676 29.0

資産合計    9,490,016 100.0 18,042,795 100.0  11,492,841 100.0

          



  

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 金額(千円)

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

1. 支払手形及び 
買掛金 

  64,943 128,661 85,145 

2. 短期借入金 ※2 1,000,000 5,460,500 2,575,000 

3. 1年以内返済予定 
の長期借入金 

※2 312,440 442,868 256,868 

4. 未払法人税等   127,489 342,481 397,497 

5. 賞与引当金   5,499 10,610 ― 

6. 繰延税金負債   ― 1,274 ― 

7. その他流動負債   184,040 409,261 215,293 

流動負債合計   1,694,411 17.9 6,795,658 37.7 3,529,804 30.7

Ⅱ 固定負債       

1. 長期借入金 ※2 1,029,760 1,280,542 759,976 

2. 繰延税金負債   819,801 884,115 836,443 

3. その他固定負債   32,650 70,261 70,028 

固定負債合計   1,882,212 19.8 2,234,919 12.4 1,666,448 14.5

負債合計   3,576,624 37.7 9,030,577 50.1 5,196,252 45.2

        

（少数株主持分）       

 少数株主持分   ― 0.0 ― 0.0 ― 0.0

        

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   2,061,788 21.7 3,231,788 17.9 2,061,788 17.9

Ⅱ 資本剰余金   1,258,708 13.3 2,428,708 13.5 1,258,708 11.0

Ⅲ 利益剰余金   2,557,488 26.9 3,140,554 17.4 2,943,956 25.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  42,913 0.5 225,436 1.2 47,218 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定   ― 0.0 △118 △0.0 △4,531 △0.0

Ⅵ 自己株式   △7,507 △0.1 △14,151 △0.1 △10,552 △0.1

資本合計   5,913,391 62.3 9,012,218 49.9 6,296,588 54.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  9,490,016 100.0 18,042,795 100.0 11,492,841 100.0

        



② 【中間連結損益計算書】 
  

  
前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結損益計算書は作成しておりません。 
  

  
当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  3,352,109 100.0 2,610,694 100.0

Ⅱ 売上原価  1,595,364 47.6 714,535 27.4

売上総利益  1,756,744 52.4 1,896,158 72.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  986,514 29.4 901,989 34.5

営業利益  770,229 23.0 994,169 38.1

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 1,152 238    

２ 受取配当金 1,150 4,682    

３ 持分法による投資利益 3,526 23,793    

４ 免税事業者消費税等 14,775 －    

５ 為替差益 － 5,220    

６ 雑収入 9,267 29,871 0.8 1,824 35,758 1.4

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 57,767 65,792    

２ 新株発行費 10,935 27,055    

３ 雑損失 130 68,833 2.0 2,290 95,138 3.7

 経常利益  731,268 21.8 934,789 35.8

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※2 － 721    

２ 投資有価証券売却益 202 73,103    

３ 関係会社出資金売却益 500 702 0.0 － 73,824 2.8

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ※3 － 1,780    

２ 役員退職慰労金 10,111 －    

３ 過年度損益修正損 23,564 33,675 1.0 － 1,780 0.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 698,295 20.8 1,006,832 38.6

法人税、住民税 
及び事業税 

329,385 425,939    

法人税等調整額 △26,067 303,317 9.0 △5,705 420,234 16.1

中間(当期)純利益  394,977 11.8 586,598 22.5

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 
  

  

前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結剰余金計算書は作成しておりません。 

  

  

  
当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,258,708 1,219

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 1. 株主割当増資による剰余
金増加高 － 530,788  

 2. 第三者割当増資による剰
余金増加高 

1,170,000 1,170,000 726,700 1,257,488

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,428,708 1,258,708

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,943,956 2,437,211

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 1. 中間(当期)純利益 394,977 394,977 586,598 586,598

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 1. 配当金 177,079 79,853  

 2. 役員賞与 21,300 198,379 － 79,853

Ⅳ 利益剰余金期末残高 3,140,554 2,943,956



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間(当期)純利益  698,295 1,006,832

減価償却費  51,218 67,537

連結調整勘定償却  9,684 9,684

貸倒引当金の増加額（△減少額）  15 △8,809

賞与引当金の増加額  10,610 － 
受取利息及び配当金  △2,302 △4,920

為替差益  － △5,220

持分法投資利益  △3,526 △23,793

免税事業者消費税等  △14,775 － 
支払利息  57,767 65,792

新株発行費  10,953 27,055

有形固定資産売却益  － △721

有形固定資産除却損  － 1,780

投資有価証券売却益  △202 △73,103

関係会社出資金売却益  △500 － 
過年度損益修正損  23,564 － 
売上債権の増加額  △36,977 △21,610

たな卸資産の増加額  △921,480 △1,230,982

有価証券の減少額  1,156,055 198,479

営業投資有価証券の増加額  △2,281,813 △3,773,324

営業出資金の増加額  △9,000 － 
匿名組合出資金の増加額  △2,500,000 － 
仕入債務の増加額  43,515 17,309

役員賞与の支払額  △21,300 － 
その他  96,016 42,946

小計  △3,634,183 △3,705,065

利息及び配当金の受取額  2,302 4,920

利息の支払額  △61,569 △79,157

法人税等の支払額  △394,403 △121,985

営業活動によるキャッシュ・フロー  △4,087,854 △3,901,287

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入  1,000 120,000

出資金の取得による支出  △2,200 － 
出資金の売却による収入  － 550

投資有価証券の取得による支出  △10,796 △20,690

投資有価証券の売却による収入  400 166,639

子会社株式の取得による収入  － 27,004

関係会社出資金の売却による収入  3,500 － 
有形固定資産の取得による支出  △266,349 △183,425

有形固定資産の売却による収入  － 64,190

無形固定資産の取得による支出  △1,545 △2,437



  

  
前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、中間連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

  

    
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円)

長期貸付による支出 △181,240 － 
敷金保証金差入による支出 △107,095 － 
投資活動によるキャッシュ・フロー △564,326 171,830

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増加額 2,885,500 1,545,000

長期借入金の借入による収入 865,000 1,300,000

長期借入金の返済による支出 △158,434 △1,658,256

株式の発行による収入 2,329,046 2,492,222

自己株式の取得による支出 △3,599 △7,400

配当金の支払額 △177,219 △80,198

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,740,293 3,591,366

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 4,412 △4,531

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) 1,088,112 △138,090

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 852,208 985,830

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の 
  増加額 － 9,000

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1,944,733 852,208
  



  
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関する

事項 
(１）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数  ２社 
連結子会社の名称 
株式会社アセット・オペ

レーターズ 
佛山南海新日紡紡織服飾

有限公司 
(注 )  株式会社アセッ

ト・オペレーターズは

平成16年７月30日の株

式取得に伴い当中間連

結会計期間より連結子

会社となりましたが、

みなし取得日を平成16

年８月31日としている

ため、当中間連結会計

期間は中間貸借対照表

のみを連結しておりま

す。 

(１）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数  ２社 
連結子会社の名称 
株式会社アセット・オペ

レーターズ 
佛山南海新日紡紡織服飾

有限公司 
  

(１）連結子会社の数及び名称

同左 

  (２）非連結子会社の数 
該当事項はありません。 

(２）非連結子会社の数

同左 
(２）非連結子会社の数 

同左 
  (３）他の会社等の議決権の過

半数を自己の計算におい

て所有しているにもかか

わらず子会社としてなか

った当該他の会社等の名

称 
有限会社エイチ・イ

ー・ホールディング 

(３）他の会社等の議決権の過

半数を自己の計算におい

て所有しているにもかか

わらず子会社としてなか

った当該他の会社等の名

称 
有限会社ネモフィラ 
有限会社スターヒル・ホ

ールディング 
   有限会社エストレア 

株式会社キュアリアス 

(３）他の会社等の議決権の過

半数を自己の計算におい

て所有しているにもかか

わらず子会社としなかっ

た当該他の会社等の名称 
有限会社エイチ・イ

ー・ホールディング 
株式会社キュアリアス 

  子会社としなかった理由

当社は、上記他の会社

等の議決権の100％を所

有しておりますが、当該

会社は、当社が組成する

ファンド運営のための特

別目的会社として設立さ

れたものの、まだファン

ド組成されておらず事業

を行っていないため、財

務諸表等規則第８条第４

項及び第７項により子会

社とはしておりません。 

子会社としなかった理由

当社は、有限会社ネモ

フィラ、有限会社スター

ヒル・ホールディング、

有限会社エストレアの議

決権の100％を所有して

おりますが、当該会社

は、当社が組成するファ

ンド運営のための特別目

的会社として設立された

ものの、まだファンド組

成されておらず事業を行

っていないため、財務諸

表等規則第８条第４項及

び第７項により子会社と

はしておりません。 
株式会社キュアリアス

については、４．会計処

理基準に関する事項(6) 

その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項(ハ)営業投融資の

会計処理を参照くださ

い。 

子会社としなかった理由 
当社は、有限会社エイ

チ・イー・ホールディン

グの議決権の100％を所

有しておりますが、当該

会社は、当社が組成する

ファンド運営のための特

別目的会社として設立さ

れたものの、まだファン

ド組成されておらず事業

を行っていないため、財

務諸表等規則第８条第４

項及び第７項により子会

社とはしておりません。 
株式会社キュアリアス

については、４．会計処

理基準に関する事項(6) 

その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項(ハ)営業投融資の

会計処理を参照くださ

い。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２．持分法の適用に関す

る事項 
(１）持分法適用の関連会社の

数 
該当事項はありません。 

(１）持分法適用の関連会社の

数及び名称 
持分法適用の関連会社の

数        １社 
持分法適用の関連会社の

名称 
Sino-Jp Assets  
Management Co.,Ltd. 

(１）持分法適用の関連会社の

数及び名称 
同左 

  (２）持分法を適用していない

関連会社 
株式会社アセット・リ

アルティ・マネジャー

ズ 
Sino-Jp Assets  
Management Co.,Ltd. 
中間損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象

から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため

持分法の適用範囲から除

外しております。 

(２）持分法を適用していない

関連会社 
   ―――――――― 

(２）持分法を適用していない

関連会社 
株式会社アセット・リ

アルティ・マネジャー

ズ 
当期純利益及び利益剰

余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、重要性が

ないため持分法の適用範

囲から除外しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決

算日(決算日)等に関

する事項 

連結子会社のうち株式会社

アセット・オペレーターズの

中間決算日は平成16年８月31

日であります。 
佛山南海新日紡紡織服飾有

限公司の中間決算日は平成16

年６月30日であります。 
中間連結財務諸表作成に当

たっては、これらの会社につ

いては同決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの期

間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を

行っております。 

連結子会社のうち株式会社

アセット・オペレーターズの

中間決算日は８月31日であり

ます。 
佛山南海新日紡紡織服飾有

限公司の中間決算日は６月30

日であります。 
中間連結財務諸表作成に当

たっては、これらの会社につ

いては同決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの期

間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を

行っております。 

連結子会社のうち株式会社

アセット・オペレーターズの

決算日は２月28日でありま

す。 
佛山南海新日紡紡織服飾有

限公司の決算日は12月31日で

あります。 
連結財務諸表作成に当たっ

ては、これらの会社について

は同決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、

連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４．会計処理基準に関す

る事項 
      

（１）重要な資産の評価

基準及び評価方法 
(イ）有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

(イ）有価証券

その他有価証券 
 時価のあるもの 

同左 

(イ）有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの 
決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 
   時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

 時価のないもの

移動平均法による原価

法 
    匿名組合出資金につ

いては(6)その他財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項(ニ)匿

名組合出資金の会計処

理に記載しておりま

す。 

 時価のないもの 
同左 

  (ロ）デリバティブ 
時価法 

(ロ）デリバティブ

同左 
(ロ）デリバティブ 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (ハ）たな卸資産 
商品、貯蔵品 
最終仕入原価法によ

る原価法 
販売用不動産 
個別法による原価法 

(ハ）たな卸資産

商品、貯蔵品 
同左 

  
販売用不動産 

同左 

(ハ）たな卸資産 
商品、貯蔵品 

同左 
  
販売用不動産 

同左 

（２）重要な減価償却資

産の減価償却の方法 
有形固定資産 
 定額法 
  なお主な耐用年数は以下

のとおりであります。 
建  物  32年～50年 
機械装置   5年～10年 

有形固定資産

同左 
有形固定資産 

同左 

  無形固定資産 
自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。 

無形固定資産

同左 
無形固定資産 

同左 

（３）重要な引当金の計

上基準 
(イ）貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

(イ）貸倒引当金

同左 
(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ）賞与引当金 
 一部の国内連結子会社で

は従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当中間

連結会計期間負担額を計上

しております。 

(ロ）賞与引当金

同左 
(ロ）賞与引当金 
 ――――――――― 

（４）重要なリース取引の 

処理方法 

――――――――― リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 

（５）重要なヘッジ会計

の方法 
(１）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、金利スワ

ップの特例処理の対象とな

る取引については特例処理

を採用しております。 

(１）ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、金利スワ

ップの特例処理の対象とな

る取引については特例処理

を採用しております。 

(１）ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、金利スワ

ップの特例処理の対象とな

る取引については特例処理

を採用しております。 
  (２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワッ

プ 
ヘッジ対象…借入金 

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワッ

プ、為替予約取引 
ヘッジ対象…借入金、営

業投資有価証券 

(２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワッ

プ 
ヘッジ対象…借入金 

  (３）ヘッジ方針 
 一部の借入金について、

金利スワップ取引により、

金利変動リスクをヘッジし

ております。 

(３）ヘッジ方針

当社の内部規程に基づき
営業活動及び財務活動にお
ける為替変動リスク及び金
利変動リスクをヘッジして
おります。 

(３）ヘッジ方針 
 一部の借入金について、

金利スワップ取引により、

金利変動リスクをヘッジし

ております。 

  (４）ヘッジ有効性評価の方法

 特例処理の対象となる金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。 

(４）ヘッジ有効性評価の方法

同左 
(４）ヘッジ有効性評価の方法

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（６）その他中間連結財

務諸表(連結財務諸

表)作成のための基本

となる重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会 
計処理は、税抜方式によっ

ています。なお控除対象外

消費税等は、全額当期の費

用として処理しておりま

す。 

(イ）消費税等の会計処理

同左 
(イ）消費税等の会計処理 

同左 

  (ロ）自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処理 
 販売用不動産のうち、自

社ファンドへ譲渡した不動

産については、売却損益を

純額で売上高に計上してお

ります。 

(ロ）自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処理 
同左 

(ロ）自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処理 
同左 

  (ハ）営業投融資の会計処理 
 当社グループが営業取引

として営業投資目的で行う

投融資（営業投融資）につ

いては、営業投資目的以外

の投融資とは区別して「営

業投資有価証券」「営業匿

名組合出資金」および「営

業貸付金」として「流動資

産の部」にまとめて表示し

ております。また、営業投

融資から生ずる損益は、営

業損益として表示すること

としております。なお、株

式等の所有により、営業投

資先の意思決定機関を支配

している要件および営業投

資先に重要な影響を与えて

いる要件を満たすこともあ

りますが、その所有目的は

営業投資であり、傘下に入

れる目的で行われていない

ことから、当該営業投資先

は子会社および関係会社に

該当しないものとしており

ます。 

(ハ）営業投融資の会計処理

当社グループがＭ＆Ａ事

業の営業取引として営業投

資目的で行う投融資（営業

投融資）については、営業

投資目的以外の投融資とは

区別して「営業投資有価証

券」「営業出資金」及び

「営業貸付金」として「流

動資産の部」にまとめて表

示しております。また、営

業投融資から生ずる損益

は、営業損益として表示す

ることとしております。 
なお、株式等の所有によ

り、営業投資先の意思決定

機関を支配している要件お

よび営業投資先に重要な影

響を与えている要件を満た

すこともありますが、その

所有目的は営業投資であ

り、傘下に入れる目的で行

われていないことから、当

該営業投資先は、子会社及

び関連会社に該当しないも

のとしております。 

(ハ）営業投融資の会計処理 
当社グループがＭ＆Ａ事

業の営業取引として営業投

資目的で行う投融資（営業

投融資）については、営業

投資目的以外の投融資とは

区別して「営業投資有価証

券」「有価証券」及び「営

業貸付金」として「流動資

産の部」にまとめて表示し

ております。また、営業投

融資から生ずる損益は、営

業損益として表示すること

としております。 
なお、株式等の所有によ

り、営業投資先の意思決定

機関を支配している要件お

よび営業投資先に重要な影

響を与えている要件を満た

すこともありますが、その

所有目的は営業投資であ

り、傘下に入れる目的で行

われていないことから、当

該営業投資先は、子会社及

び関連会社に該当しないも

のとしております。 
  (ニ）匿名組合出資金の会計処

理 
 当社グループは匿名組合

出資金の会計処理を行うに

際して、匿名組合の財産の

持分相当額を「匿名組合出

資金」として計上しており

ます。匿名組合の出資時に

「匿名組合出資金」を計上

し、匿名組合が獲得した純

利益の持分相当額について

は、「売上高」に計上する

とともに同額を「匿名組合

出資金」に加減し、営業者

からの出資金の払戻しにつ

いては「匿名組合出資金」

を減額させております。 

(ニ）匿名組合出資金の会計処

理 
 当社グループが匿名組合

出資金の会計処理を行うに

際して、匿名組合の財産の

持分相当額を「営業投資有

価証券」または「有価証

券」として計上しておりま

す。匿名組合の出資時に

「営業投資有価証券」また

は「有価証券」を計上し、

匿名組合から分配された損

益については、売上高に計

上するとともに同額を「営

業投資有価証券」または

「有価証券」に加減し、営

業者からの出資金の払戻に

ついては「営業投資有価証

券」または「有価証券」を

減額させております。な

お、匿名組合出資金は「営

業投資有価証券」「有価証

券」または「匿名組合出資

金」として流動資産の部に

表示しております。 

(ニ）匿名組合出資金の会計処

理 
 当社グループが匿名組合

出資金の会計処理を行うに

際して、匿名組合の財産の

持分相当額を「営業投資有

価証券」または「有価証

券」として計上しておりま

す。匿名組合の出資時に

「営業投資有価証券」また

は「有価証券」を計上し、

匿名組合から分配された損

益については、売上高に計

上するとともに同額を「営

業投資有価証券」または

「有価証券」に加減し、営

業者からの出資金の払戻に

ついては「営業投資有価証

券」または「有価証券」を

減額させております。な

お、匿名組合出資金は「営

業投資有価証券」または

「有価証券」として流動資

産の部に表示しておりま

す。 



  

  

  

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 
  

  

  

（表示方法の変更） 
  

  

  

  

  

  

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５．中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲 

  ――――――――― 手許資金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限が到来する短期投資

からなっております。 
  

同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   ――――――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

  当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第6号)を適用してお

ります。 
  これにより損益に与える影響はあり

ません。 
  

   ――――――――――――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

   ――――――――――――― (1)「証券取引法等の一部を改正する法律」

（平成16年法律第97号）により、証券

取引法第2条第2項において、投資事業

有限責任組合及びこれに類する組合へ

の出資を有価証券とみなすこととされ

たことに伴い、匿名組合契約による出

資金は、前期まで「匿名組合出資金」

として表示しておりましたが、当期よ

り「営業投資有価証券」または「有価

証券」として表示しております。な

お、従来の匿名組合出資金は、「営業

投資有価証券」、「有価証券」にそれ

ぞれ5,394,926千円及び909,017千円含

まれております。 
  



  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

  
（中間連結損益計算書関係） 
  

  

  
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
1,183,530千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,246,886千円 
※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,210,624千円 
※２ 担保に供している資産 

現金預金 
(定期預金) 

120,000千円

たな卸資産 
(販売用不動産) 

263,847 

建物 1,102,498 
土地 1,734,294 

合計 3,220,640 

※２ 担保に供している資産

  

たな卸資産

(販売用不動産)
1,827,272千円

建物 1,002,941

土地 1,734,294

合計 4,564,508

※２ 担保に供している資産 
たな卸資産

(販売用不動産) 
1,166,491千円 

建物 1,083,563 
土地 1,734,294 

合計 3,984,348 

   上記に対応する債務 
短期借入金 970,000千円

1年以内返済予定 
の長期借入金 

312,440 

長期借入金 1,029,760 

合計 2,312,200 

   上記に対応する債務

短期借入金 1,185,500千円

1年以内返済予定

の長期借入金 
326,868

長期借入金 1,146,542

合計 2,658,910

   上記に対応する債務 
短期借入金 1,670,000千円

1年以内返済予定 
の長期借入金 

206,868 

長期借入金 734,976 

合計 2,611,844 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度

（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 
従業員給料手当  244,734千円 
支払手数料    223,360 
賃借料      134,493 

※２                           
  
  
※３                           

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は次のとおり

であります。 
従業員給料手当  227,151千円 
賃借料      102,000 
業務委託費     96,422 

※２ 固定資産売却益の内容は次のと

おりであります。 
建物及び構築物    721千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のと

おりであります。 
建物及び構築物    361千円 
機械装置及び運搬具   58 
工具器具備品    1,360  

      計        1,780 
    

当中間会計期間 
(平成17年９月30日) 

前事業年度の連結会計年度

(平成17年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高

中間連結貸借対照表に掲載されてい

る科目の金額との関係 
（平成17年９月30日現在） 

  現金及び預金勘定  1,944,733千円

現金及び現金同等物 1,944,733 

※ 現金及び現金同等物の期末残高連結

貸借対照表に掲載されている科目の

金額との関係 
（平成17年３月31日現在） 
現金及び預金勘定 853,208千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△1,000

現金及び現金同等物 852,208



(リース取引関係) 

  

  
  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引は重要性が低いため、注

記を省略しております。 
  

 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められもの以外のファイナンス・

リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

出しております。 

  
取得価額

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(千円) 

中間期末

残高相当

額 

(千円) 

機 械

装 置

及 び

運 搬

具 

109,771 4,573 105,197 

工 具

器 具

備品 

18,384 10,724 7,660 

合計 128,155 15,297 112,857 

 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められもの以外のファイナンス・

リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算出しておりま

す。 

  

取得価額 

相当額 

(千円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(千円) 

期末残高

相当額 

(千円) 

工具器具備品 18,384 8,885 9,498

  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額

    １年内     21,972千円 
    １年超     90,885千円  
     合計     112,857千円 
    (注) 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算出

しております。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算出し

ております。 

１年内 3,676千円

１年超 5,821千円

合計 9,498千円

  (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

    支払リース料   6,412千円 
    減価償却費相当額 6,412千円 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1,838千円

減価償却費相当額 1,838千円

  (4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

有価証券 
１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式 133,265 205,425 72,196

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 133,265 205,425 72,196

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 133,265 205,425 72,196

  中間連結貸借対照表計上額(千円) 
その他有価証券  
 非上場株式 4,898

合計 4,898

  種類 取得原価(千円)
中間連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式  247,534  498,425   250,890

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計  247,534  498,425   250,890

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計  247,534  498,425   250,890



２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社グループのデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社グループのデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社グループのデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  中間連結貸借対照表計上額(千円) 
その他有価証券  
 非上場株式 618,680
 匿名組合出資金 6,303,943

合計 6,922,624

  種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式 50,178 109,078  58,900

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 50,178 109,078  58,900

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式 ― ― ―

(2) 債券 ― ― ―

 ①国債・地方債等 ― ― ―

 ②社債 ― ― ―

 ③その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 50,178 109,078  58,900

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

166,639 73,103 ― 

  連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  
 非上場株式 139,414

 匿名組合出資金 5,739,461

合計 5,878,875



(セグメント情報) 

前中間連結会計期間は、中間貸借対照表のみが連結対象であるため、提出会社についてのみの記載となっており

ます。 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  

（注）１ 事業区分の方法 
事業は、当社の企業理念及び事業内容を考慮して区分しております。 

２ 事業の名称の変更 
アミューズメント事業はボウリング事業に加えて、当中間連結会計期間にホテルを運営する株式会社アセット・オペレーターズが連結

子会社となったことにより、ホスピタリティ＆ウェルネス事業に名称を変更しております。 
３ 各区分に属する主要な業務内容、サービスの内容 

  
４ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
  
当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

（注）１ 事業区分の方法 
事業は、当社グループの企業理念及び事業内容を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な業務内容、サービスの内容 

  

マーチャン

ト・バ ン キ

ン グ 事 業 

（千円） 

ホスピタリテ

ィ＆ウェルネ

ス事業 
（千円） 

計（千円）

消去または

全社 
（千円） 

連  結 

（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高   496,746 114,232 610,979  － 610,979

(2)セグメント間の内部売上高ま

たは振替高 
－ － － － －

計 496,746 114,232  610,979 － 610,979

営業費用 29,442 102,194   131,637 80,289 211,926

営業利益 467,304   12,037    479,341 (80,289) 399,052

  事業区分 主要業務及びサービス

  マーチャント・バンキング事業 投資業務（不動産、企業株式）、不動産賃貸業務、その他業務 

  ホスピタリティ＆ウェルネス事業 ボウリング場、ホテル経営

    
当中間連結会計期間

（千円） 
主な内容 

  消去または全社の項目に含めた

配賦不能営業費用 
80,289 当社の管理部門に係る費用であります。 

  

マーチャン

ト・バンキン

グ事業  

（千円） 

ホスピタリテ

ィ＆ウェルネ

ス事業 
（千円） 

その他事業

(千円)  
計（千円）

消去または

全社 
（千円） 

連  結 

（千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 2,206,087 1,105,374 40,647 3,352,109 ― 3,352,109

(2)セグメント間の内部売上高

または振替高 
94,860 83 ― 94,944 (94,944) ― 

計 2,300,948 1,105,458 40,647 3,447,054 (94,944) 3,352,109

営業費用 1,335,672 1,174,356 39,327 2,549,355 32,526 2,581,879

営業利益又は営業損失(△) 965,275 △68,897 1,320 897,698 (127,469) 770,229

  事業区分 主要業務及びサービス

  マーチャント・バンキング事業 投資業務（不動産、企業株式）、不動産賃貸業務、その他業務 
  ホスピタリティ＆ウェルネス事業 ボウリング場、ホテル、スイミングスクール経営 
  その他事業 繊維事業



３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用

  

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

  

（注）１ 事業区分の方法 
事業は、当社グループの企業理念及び事業内容を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な業務内容、サービスの内容 

  
３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

本邦以外の国または地域に所在する在外支店はないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

    
当中間連結会計期間

（千円） 
主な内容 

  消去または全社の項目に含めた

配賦不能営業費用 
118,736 当社の管理部門に係る費用であります。 

  

マーチャン 
ト・バンキ 
ング事業 
（千円） 

ホスピタ

リティ＆ 
ウェルネ 
ス事業 
（千円） 

その他事業

（千円） 
計（千円）

消去または 
全社 

（千円） 

連  結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             
(1) 外部顧客に 

対する売上高 
1,495,231 1,094,857 20,605 2,610,694 － 2,610,694

(2) セグメント間の内部 
売上高または振替高 

－   －   － －

計 1,495,231 1,094,857 20,605 2,610,694 － 2,610,694

営業費用 308,182 1,128,371 22,449 1,459,003 157,521 1,616,525

営業利益又は営業損失(△) 1,187,048 △33,514 △1,843 1,151,690 (157,521) 994,169

  事業区分 主要業務及びサービス

  マーチャント・バンキング事業 投資業務（不動産、企業株式）、不動産賃貸業務、その他業務 
  ホスピタリティ＆ウェルネス事業 ボウリング場、ホテル、スイミングスクール経営 
  その他事業 繊維事業

    
当連結会計年度

（千円） 
主な内容 

  消去または全社の項目に含めた

配賦不能営業費用 
157,521 当社の管理部門に係る費用であります。 



  

  

  

【海外売上高】 

  

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金金額の算定上の基礎は以下の通りであ
ります。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 
１６６円９３銭 

１株当たり純資産額

２２５円８１銭 
１株当たり純資産額

１７７円７９銭 
  
 なお、１株当たり中間純利益及び潜在

株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、中間連結損益計算書を作成し

ておりませんので該当事項はありませ

ん。 

１株当たり中間純利益

１０円５５銭 
１株当たり当期純利益 

１７円５９銭 

  
 なお、潜在株式調整後1株当たり中間

純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 
 平成16年６月１日付で当社普通株式

を、発行価格１株につき70円で当社株主

に対してその所有する株式１株の割合を

もって割当ました。当事業年度の１株当

たり当期純利益は、有償株主割当による

新株式の発行が期首に行われたものとし

て算出されております。 
  

  
当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益金額  (千円) 394,977 586,598

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 21,300

(うち利益処分による役員賞与金) ― (21,300)

普通株式に係る中間（当期）純利益金

額(千円) 
394,977 565,298

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,429 32,136

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益金

額の算定に含めなかった潜在株式の概

要 

新株予約権

(新株予約権の数600個) 
株主総会の決議日 
 平成16年６月25日 
新株予約権 
(新株予約権の数571個) 
株主総会の決議日 
 平成17年６月24日 

新株予約権

(新株予約権の数566個) 
株主総会の決議日 
 平成16年６月25日 



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 平成16年11月10日に、スイミングス
クールの営業権、営業資産の取得をし
ております。 
(1)目  的 経営計画の重点項目の

一つである、人々の余
暇・健康を充実させる事
業の運営について、収益
が見込まれるスイミング
スクールを取得し、事業
の強化・拡大を図るた
め。 

(2)概  要 巽住宅株式会社及びオ
ール興発株式会社の管財
人等が所有、運営する近
畿2ヶ所のスイミングスク
ール及びそれに付随する
事業を営業譲受の方式に
より当社にて取得、子会
社の株式会社アセット・
オペレーターズが運営管
理を行う。 

(3)決議日等 平成16年10月20日取締
役会決議 

      平成16年11月 ４日取得
の契約 

(4)取得金額  743,000千円  
  

平成17年12月5日開催の当社取締役会において、欧
州を中心とする海外市場（但し、米国を除く。）に
おいて私募を行う2010年12月22日満期円貨建転換社
債型新株予約権付社債の発行を決議いたしました。 
1.発行総額 ： 5,000百万円

2.発行価額 ： 額面金額の100％

(各社債額面金額5百万円)

3.募集価格 ： 額面金額の102.5％

4.利息 ： 利息は付さない

5.償還期限 ： 2010年12月22日
（ロンドン時間）  

6.払込期日及び発行日：2005年12月22日
(ロンドン時間) 

7.資金使途 ： マーチャント・バンキング
事業 

の資金に充当するため 
8.担保又は保証 : なし

9.発行する新株予約権の総数 ： 1,000個

10. 新株予約権の行使請求期間 ：
    2006年1月5日（ルクセンブルグ時間）から

2010年12月8日の本新株予約権の行使のため
に本新株予約権付社債が預託された場所の銀
行営業終了時までとする。但し、2010年12月
8日までに本社債の社債要項に定める事由の
発生に基づき当社の選択によって本新株予約
権付社債が繰上償還された場合には、当該償
還日の東京における3営業日前の上記の場所
の銀行営業終了時までとする。但し、当社が
当該償還日に本社債全額の償還を行えない場
合又は本新株予約権付社債の所持人が債務不
履行事由が発生したことを理由として当社に
対して本新株予約権付社債について期限の利
益を喪失せしめる旨の通知をした場合には、
本新株予約権の行使請求期間は、期限が到来
した本社債の元本金額全額を本新株予約権付
社債の所持人が受領した日（2010年12月8日
より前の日であることを要する。）に終了す
る。 

11.新株予約権の行使に際して払込をなすべき額：
  ①新株予約権1個の行使に際して払込をなすべき 

額は、本社債の発行価額と同額とする。 
 ②本新株予約権の行使に際して払込をなすべき当

社普通株式1株当たりの額は当初413円とする。 
   なお、商法341条ノ3第1項第7号及び第8号によ
り、新株予約権を行使したときは、当該新株予
約権に係る社債の金額の償還に代えて、当該新
株予約権の行使に際して払込をなすべき額の金
額の払込とする請求があったものとみなす。 

12.繰上償還条項 ： 
大阪証券取引所における当社普通株式の終値

が、当該各取引日において30連続取引日（終値
の無い日を除く）にわたり、当該各取引日にお
いて適用のある転換価額の120％以上であった
場合、社債額面金額にて繰上償還可能、等一定
の場合について繰上償還が可能。 

 該当事項はありません。 



  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
―――――――――――― 

 当社は平成17年６月24日開催の取締役会におい

て、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議に

基づき、11月21日に株式分割を行っております。当

該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 
1.平成17年11月21日をもって平成17年９月30日最終

の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は登録され

た株主の所有株式数を、１株につき２株の割合を

もって分割する。 
2.分割により増加する株式数 
  普通株式 39,965,398株 
3.配当起算日  平成17年10月１日 
 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における(１株当たり情報)の各数値は以下の通りで

あります。 

前中間連結 
会計期間 

(自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日) 

当中間連結
会計期間 

(自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日) 

前連結
事業年度 

(自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日) 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり
純資産額 

１株当たり
純資産額 

83.47円 112.91円 88.89円
1株当たり 
中間純利益 

１株当たり
中間純利益 

１株当たり
中間純利益 

― 5.28円 8.80円

―――――――――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

1．  現金及び預金 ※2   2,156,841 1,802,711   695,359 

2．  売掛金     25,489 8,728   4,443 

3．  有価証券     ― 909,017   2,065,162 

4．  営業投資有価証券     135,665 6,364,955   3,808,863 

5．  営業出資金     ― 9,000   ― 

6．  営業匿名組合出資金     2,182,500 ―   ― 

7．  匿名組合出資金     458,906 2,500,000   ― 

8．  営業貸付金     650,000 ―   ― 

9．  たな卸資産 ※2   279,476 2,130,635   1,224,729 

10．  未収消費税等     9,920 7,330   49,325 

11．  その他流動資産     65,800 194,191   56,141 

流動資産合計     5,964,599 64.3 13,926,570 78.3   7,904,026 70.4

Ⅱ 固定資産          

(1)  有形固定資産 ※1        

1.  建物 ※2   1,144,560 1,283,960   1,106,000 

2.  機械及び装置     5,421 72,148   71,629 

3.  土地 ※2   1,830,430 1,782,430   1,782,430 

4.  その他有形固定資産     15,143 47,948   21,569 

有形固定資産合計     2,995,555 32.3 3,186,487 17.9   2,981,629 26.5

(2)  無形固定資産     299 0.0 309 0.0   299 0.0

(3)  投資その他の資産          

1.  投資有価証券     210,324 177,076   113,927 

2.  関係会社株式     40,002 90,002   120,002 

3.  関係会社出資金     63,000 60,000   63,000 

4.  出資金     550 2,200   ― 

5.  その他投資 
   その他の資産     11,197 342,447   47,422 

6.  貸倒引当金     △8,975 ―   ― 

投資その他の資産合計     316,100 3.4 671,727 3.8   344,353 3.1

固定資産合計     3,311,954 35.7 3,858,523 21.7   3,326,281 29.6

資産合計     9,276,554 100.0 17,785,093 100.0   11,230,307 100.0

           



  

  
  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

1．  買掛金     2,159 52,663   12,025 

2．  短期借入金 ※2   970,000 5,430,500   2,545,000 

3．  1年以内返済予定の 
   長期借入金 

※2   312,440 442,868   256,868 

4．  未払法人税等     158,938 342,102   397,046 

5．  その他流動負債     42,834 227,942   57,339 

流動負債合計     1,486,373 16.0 6,496,075 36.5   3,268,279 29.1

Ⅱ 固定負債          

1．  長期借入金 ※2   1,029,760 1,280,542   759,976 

2．  繰延税金負債     819,801 884,115   836,443 

3．  預り敷金・保証金     27,228 40,837   41,514 

固定負債合計     1,876,789 20.3 2,205,495 12.4   1,637,934 14.6

負債合計     3,363,163 36.3 8,701,571 48.9   4,906,213 43.7

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金     2,061,788 22.2 3,231,788 18.2   2,061,788 18.4

Ⅱ 資本剰余金          

1．  資本準備金     1,258,708 2,428,708   1,258,708 

資本剰余金合計     1,258,708 13.6 2,428,708 13.6   1,258,708 11.2

Ⅲ 利益剰余金          

1．  利益準備金     84,500 106,000   84,500 

2．  任意積立金     1,864,996 1,852,733   1,864,996 

3．  中間(当期)未処分利
益     607,991 1,253,006   1,017,433 

利益剰余金合計     2,557,488 27.6 3,211,740 18.1   2,966,930 26.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金     42,913 0.4 225,436 1.3   47,218 0.4

Ⅴ 自己株式     △7,507 △0.1 △14,151 △0.1   △10,552 △0.1

資本合計     5,913,391 63.7 9,083,522 51.1   6,324,093 56.3

負債・資本合計     9,276,554 100.0 17,785,093 100.0   11,230,307 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     610,979 100.0  2,354,439 100.0   1,734,187 100.0

Ⅱ 売上原価     118,437 19.4  1,300,930 55.3   494,067 28.5

売上総利益     492,541 80.6  1,053,509 44.7   1,240,120 71.5

Ⅲ 販売費及び一般 

  管理費 
    93,488 15.3  210,239 8.9   201,103 11.6

営業利益     399,052 65.3  843,269 35.8   1,039,016 59.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   5,231 0.9  4,285 0.2   11,592 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   60,422 9.9  68,455 2.9   94,565 5.5

経常利益     343,861 56.3  779,100 33.1   956,043 55.1

Ⅵ 特別利益 ※３   210 0.0  702 0.0   73,824 4.3

Ⅶ 特別損失 ※４   ― ―  33,675 1.4   419 0.0

税引前中間(当期)

純利益 
    344,071 56.3  746,127 31.7   1,029,448 59.4

法人税、住民税 

及び事業税 
  153,644    329,005   425,581    

法人税等調整額   △9,702 143,941 23.5 △26,067 302,937 12.9 △5,705 419,876 24.2

中間(当期)純利益     200,130 32.8  443,189 18.8   609,572 35.2

前期繰越利益     407,860   809,816    407,860  

中間(当期)未処分

利益 
    607,991   1,253,006    1,017,433  

          



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前中間純利益 344,071 

減価償却費 31,170 

受取利息及び配当金 △4,530 

支払利息 31,494 

新株発行費 26,851 

投資有価証券売却益 △210 

売上債権の増加額 △25,346 

たな卸資産の増加額 △263,322 

営業投資有価証券の増加額 △120,665 

営業匿名組合出資の増加額 △732,500 

匿名組合出資の減少額 354,735 

営業貸付金の増加額 △650,000 

仕入債務の減少額 △2,892 

未払消費税等の減少額 △11,239 

未払金の減少額 △539 

その他 △23,107 

小計 △1,046,029 

利息及び配当金の受取額 4,530 

利息の支払額 △30,847 

法人税等の支払額 △81,989 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,154,335 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △10,793 

投資有価証券の売却による収入 750 

関係会社株式の取得による支出 △10,002 

関係会社出資金の取得による支出 △51,000 

有形固定資産の取得による支出 △69,712 

投資活動によるキャッシュ・フロー △140,758 



  

  

なお、前中間会計期間は中間貸借対照表のみが連結対象であるため、当中間連結会計期間及び前連結会計年度

については、中間連結財務諸表に記載しております。 

  

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の減少額 △30,000 

長期借入金の借入による収入 300,000 

長期借入金の返済による支出 △332,900 

株式の発行による収入 2,492,426 

自己株式の取得による支出 △4,355 

配当金の支払額 △80,065 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,345,105 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(又は減少額） 1,050,011 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 985,830 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 2,035,841 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及び

評価の方法 

  

(１)有価証券 

子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

(１)有価証券 

   同左 

(１)有価証券 

   同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

   同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末日の市場価格に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法

により処理し、売却

原価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

  移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

  移動平均法による原

価法。ただし、匿名

組合出資金は個別法

によっており、詳細

は７その他財務諸表

作成のための基本と

なる事項の(4)匿名組

合出資金の会計処理

に記載しておりま

す。 

 時価のないもの 

   同左 

  (２)デリバティブ 

   時価法 

(２)デリバティブ 

   同左 

(２)デリバティブ 

   同左 

  (３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

最終仕入原価法による

原価法 

(３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

――――――― 

(３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

 最終仕入原価法による

原価法  

  販売用不動産 

個別法による原価法 

販売用不動産 

   同左 

販売用不動産 

   同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

(１)有形固定資産 

定額法 

なお主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物     32年～50年 

機械装置   5年～10年 

(１)有形固定資産 

     同左 

(１)有形固定資産 

     同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

なお、当中間会計期間に

おいて計上金額はありませ

ん。 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

なお、前事業年度におい

て計上金額はありません。 



  

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

４．リース取引の処理方

法 

――――――――― リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によって

おります。なお、金利スワ

ップの特例処理の対象とな

る取引については特例処理

を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワッ 

       プ 

 ヘッジ対象…借入金 

  

  

  

③ヘッジ方針 

 一部の借入金について、

金利スワップ取引により、

金利変動リスクをヘッジし

ております。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理の対象となる金

利スワップについては、有

効性の評価を省略しており

ます。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワッ

プ、為 替 予

約取引 

 ヘッジ対象…借入金、営

業投資有価

証券 

③ヘッジ方針 

当社の内部規定に基づき

営業活動及び財務活動にお

ける為替変動リスク及び金

利変動リスクをヘッジして

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワッ 

       プ 

 ヘッジ対象…借入金 

  

  

  

③ヘッジ方針 

 一部の借入金について、

金利スワップ取引により、

金利変動リスクをヘッジし

ております。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．中間キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

――――――――― ――――――――― 



  

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

７．その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項 

(１)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっています。なお控

除対象外消費税等につい

ては全額当期の費用とし

て処理しております。 

(１)消費税等の会計処理 

同左 

  

  

  

  

  

(１)消費税等の会計処理 

同左 

  

  

  (２)自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処

理 

 販売用不動産のうち、

自社ファンドへ譲渡した

不動産については、売却

損益を純額で売上高に計

上しております。 

(２)自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処

理 

同左 

  

  

  

  

(２)自社ファンドへ譲渡した

不動産についての会計処

理 

同左 

  

  

  

  

  (３)営業投融資の会計処理 

 当社が営業取引として

営業投資目的で行う投融

資（営業投融資）につい

ては、営業投資目的以外

の投融資とは区別して

「営業投資有価証券」

「営業匿名組合出資金」

および「営業貸付金」と

して「流動資産の部」に

まとめて表示しておりま

す。また、営業投融資か

ら生ずる損益は、営業損

益として表示することと

しております。 

 なお、株式等の所有に

より、営業投資先の意思

決定機関を支配している

要件および営業投資先に

重要な影響を与えている

要件を満たすこともあり

ますが、その所有目的は

営業投資であり、傘下に

入れる目的で行われてい

ないことから、当該営業

投資先は子会社および関

連会社に該当しないもの

としております。 

(３)営業投融資の会計処理 

 当社がM＆A事業の営業

取引として営業投資目的

で行う投融資（営業投融

資）については、営業投

資目的以外の投融資とは

区別して「営業投資有価

証券」「営業出資金」お

よび「営業貸付金」とし

て「流動資産の部」にま

とめて表示しておりま

す。また、営業投融資か

ら生ずる損益は、営業損

益として表示することと

しております。 

 なお、株式等の所有に

より、営業投資先の意思

決定機関を支配している

要件および営業投資先に

重要な影響を与えている

要件を満たすこともあり

ますが、その所有目的は

営業投資であり、傘下に

入れる目的で行われてい

ないことから、当該営業

投資先は子会社および関

連会社に該当しないもの

としております。 

(３)営業投融資の会計処理 

当社がM＆A事業の営業

取引として営業投資目的

で行う投融資（営業投融

資）については、営業投

資目的以外の投融資とは

区別して「営業投資有価

証券」「有価証券」およ

び「営業貸付金」として

「流動資産の部」にまと

めて表示しております。

また、営業投融資から生

ずる損益は、営業損益と

して表示することとして

おります。 

 なお、株式等の所有に

より、営業投資先の意思

決定機関を支配している

要件および営業投資先に

重要な影響を与えている

要件を満たすこともあり

ますが、その所有目的は

営業投資であり、傘下に

入れる目的で行われてい

ないことから、当該営業

投資先は子会社および関

連会社に該当しないもの

としております。  



  

  

（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

  (４)匿名組合出資金の会計処

理 

 当社は匿名組合出資金

の会計処理を行うに際し

て、匿名組合の財産の持

分相当額を「匿名組合出

資金」として計上してお

ります。匿名組合の出資

時に「匿名組合出資金」

を計上し、匿名組合が獲

得した純利益の持分相当

額については、「売上

高」に計上するとともに

同額を「匿名組合出資

金」に加減し、営業者か

らの出資金の払戻しにつ

いては「匿名組合出資

金」を減額させておりま

す。 

 また、前事業年度下期

に匿名組合出資について

のエクイティ出資者とし

ての不動産流動化ビジネ

スに注力し、収益機会の

拡大を図ることを基本方

針としたことから、匿名

組合出資金を流動資産の

部に表示しております。 

(４)匿名組合出資金の会計処

理 

 当社は匿名組合出資金

の会計処理を行うに際し

て、匿名組合の財産の持

分相当額を「有価証券」

「営業投資有価証券」と

して計上しております。

匿名組合の出資時に「有

価証券」「営業投資有価

証券」を計上し、匿名組

合が獲得した純利益の持

分相当額については、

「売上高」に計上すると

ともに同額を「有価証

券」「営業投資有価証

券」に加減し、営業者か

らの出資金の払戻しにつ

いては「有価証券」「営

業投資有価証券」を減額

させております。 

 なお、匿名組合出資金

は「営業投資有価証券」

「有価証券」または「匿

名組合出資金」として流

動資産に表示しておりま

す。 

(４)匿名組合出資金の会計処

理 

 当社は匿名組合出資金

の会計処理を行うに際し

て、匿名組合の財産の持

分相当額を「有価証券」

「営業投資有価証券」と

して計上しております。

匿名組合の出資時に「有

価証券」「営業投資有価

証券」を計上し、匿名組

合が獲得した純利益の持

分相当額については、

「売上高」に計上すると

ともに同額を「有価証

券」「営業投資有価証

券」に加減し、営業者か

らの出資金の払戻しにつ

いては「有価証券」「営

業投資有価証券」を減額

させております。 

 なお、匿名組合出資金

は「営業投資有価証券」

「有価証券」として流動

資産に表示しておりま

す。 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

―――――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日))および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号)を適用しており

ます。 

  これにより損益に与える影響はあり

ません。 

―――――――――――― 



表示方法の変更 

  

  

  

追加情報 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

―――――――――――――  「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律第97

号)により、証券取引法第２条第２項において、投資事業有

限責任組合及びこれに類する組合への出資を有価証券とみな

すこととされたことに伴い、匿名組合契約による出資金は、

前期まで「匿名組合出資金として表示しておりましたが、当

期より「営業投資有価証券」または「有価証券」として表示

しております。なお、従来の匿名組合出資金は、「営業投資

有価証券」、「有価証券」にそれぞれ5,394,926千円及び

909,017千円含まれております。 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

 当社は、従来より、投資銀行(マーチ

ャントバンク)を標榜し、投資事業を営

んでおります。当社の事業のうち、将来

性のある株式等を取得した後に、経営資

源の投入による支援を行うことでバリュ

ーアップを図り、企業価値向上後の株式

等の売却による営業収益を獲得すること

を目的とするものがあります。 

 また、当社の事業における営業投資

は、直接投資先の株式等を取得する場

合、当該目的会社への匿名組合出資によ

り行われる場合等、その形態は様々であ

り、その投融資の実態を明瞭に表示する

ため、当中間会計期間より営業投資目的

以外の「投資有価証券」「匿名組合出資

金」および「短期貸付金」とは区分し

て、それぞれ「営業投資有価証券」「営

業匿名組合出資金」及び「営業貸付金」

として流動資産の部にまとめて表示する

ことにいたしました。 

 なおこの変更に伴い、前事業年度にお

いて投資その他の資産の「関係会社株

式」に含めて表示しておりました株式の

一部(15,000千円)を流動資産の「営業投

資有価証券」に含めて表示することに変

更いたしました。 

   ―――――――――――― 当社は、従来、投資銀行(マーチャン

トバンク)を標榜し、投資事業を営んで

おります。当社の事業のうち、将来性

のある株式等を取得した後に、経営資

源の投入による支援を行うことでバリ

ューアップを図り、企業価値向上後の

株式等の売却による営業収益を獲得す

ることを目的とするものがあります。 

 また、当社の事業における営業投資

は、直接投資先の株式等を取得する場

合、当該目的会社への匿名組合出資に

より行われる場合等、その形態は様々

であり、その投融資の実態を明瞭に表

示するため、当事業年度より営業投資

目的以外の「投資有価証券」「匿名組

合出資金」および「短期貸付金」とは

区分して、それぞれ「営業投資有価証

券」及び「営業貸付金」として流動資

産の部にまとめて表示することにいた

しました。 

 なおこの変更に伴い、前事業年度に

おいて投資その他の資産の「関係会社

株式」に含めて表示しておりました株

式の一部(15,000千円)を流動資産の

「営業投資有価証券」に含めて表示す

ることに変更いたしました。 



注記事項 

  （中間貸借対照表関係） 

  

  

前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,183,099千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,242,518千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,207,991千円 

※２ 担保に供している資産は次の通り

です。 

※２ 担保に供している資産は次の通り

です。 

※２ 担保に供している資産は次の通り

です。 

現金預金 

（定期預金） 
120,000千円

たな卸資産 

（販売用不動産） 
263,847 

建物 1,102,498 

土地 1,734,294 

計 3,220,640 

たな卸資産 

（販売用不動産）
1,827,272千円

建物 1,002,941 

土地 1,734,294 

計 4,564,508 

たな卸資産 

（販売用不動産） 
1,166,491千円

建物 1,083,563 

土地 1,734,294 

計 3,984,348 

   上記に対応する債務 

短期借入金 970,000千円

1年以内返済 

予定の 

長期借入金 

312,440 

長期借入金 1,029,760 

計 2,312,200 

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,185,500千円

1年以内返済 

予定の 

長期借入金 

326,868 

長期借入金 1,146,542 

計 2,658,910 

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,670,000千円

1年以内返済 

予定の 

長期借入金 

206,868 

長期借入金 734,976 

計 2,611,844 



（中間損益計算書関係） 

    
 (中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

なお、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 
  

(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取配当金 4,396千円

※１ 営業外収益の主要項目
受取配当金 1,150千円

※１ 営業外収益の主要項目 
受取配当金 4,682千円

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 31,494千円
新株発行費 26,851千円

※２ 営業外費用の主要項目
支払利息 57,389千円
新株発行費 10,935千円

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 65,420千円

※３  ―――――――――― 
  

※３ 特別利益の主要項目
投資有価証券売却益 202千円

※３ 特別利益の主要項目 
投資有価証券売却益 73,824千円

※４  ―――――――――― 
  

※４ 特別損失の主要項目
過年度損益修正損 23,564千円
役員退職慰労金 10,111千円

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産除却損 419千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 30,822千円

 ５ 減価償却実施額
有形固定資産 36,693千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 64,413千円

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 2,156,841千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △121,000千円
現金及び現金同等物 2,035,841千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引は重要性が低いため、注記を
省略しております。 

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算
出しております。 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び 
運搬具 

109,771 4,573 105,197

 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引は重要性が低いため、注記を
省略しております。 

  (2) 未経過リース料中間期末残高相当額
   １年内     18,295千円  
   １年超     85,902千円  
    合計     105,197千円 

(注) 未経過リース料中間期末残
高相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定
資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子
込み法により算出しており
ます。 

  (3) 支払リース料及び減価償却費相当額
   支払リース料  4,573千円 
   減価償却費相当額 
           4,573千円 

  (4) 減価償却費相当額の算定方法
 リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によって
おります。 



  

(有価証券関係) 

  

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

  子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末 （平成17年９月30日） 

  子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

  子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間 （自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社のデリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

なお、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、中間連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。 

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間 （自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関係会社であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 １６６円９３銭 １株当たり純資産額 ２２７円６０銭 １株当たり純資産額 １７８円５７銭

1株当たり中間純利益 ６円９３銭 1株当たり中間純利益 １１円８４銭 1株当たり当期純利益 １８円３１銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、希薄化効果を有

する潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 
平成16年６月１日付で当社普通株式

を、発行価格１株につき70円で当社株主

に対してその所有する株式１株の割合を

もって割当ました。当中間会計期間の１

株当たり中間純利益金額は、有償株主割

当による新株式の発行が期首に行われた

ものとして算出されております。 
 当該有償株主割当が前期首に行われた

と仮定した場合の、前中間会計期間にお

ける１株当たり情報、及び前事業年度に

おける１株当たり情報はそれぞれ次の通

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

122円49銭 135円74銭 

1株当たり中間純利益 1株当たり当期純利益 

６円93銭 18円94銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

(当期)純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、希薄化効果を有

する潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 
   ――――――――――――― 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 
 平成16年６月１日付で当社普通株式

を、発行価格１株につき70円で当社株主

に対してその所有する株式１株の割合を

もって割当ました。当事業年度の１株当

たり当期純利益は、有償株主割当による

新株式の発行が期首に行われたものとし

て算出されております。 
 当該有償株主割当が前期首に行われた

と仮定した場合の、前事業年度における

１株当たり情報はそれぞれ次の通りとな

ります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

135円74銭 

１株当たり当期純利益 

18円94銭 

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載

しておりません。 

  

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益 (千円) ２００，１３０ ４４３，１８９ ６０９，５７２

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － ２１，３００

(うち利益処分による役員賞与金) － － (２１，３００)

普通株式に係る中間（当期） 
純利益 

(千円) ２００，１３０ ４４３，１８９ ５８８，２７２

普通株式の期中平均株式数 (千株) ２８，８７１ ３７，４２９ ３２，１３６

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

新株予約権 
(新株予約権の数566個) 
 これらの詳細は「第4 
提出会社の状況、１ 株式
等の状況(2)新株予約権等
の状況」に記載のとおり
であります。 

新株予約権
(新株予約権の数600個) 
株主総会の決議日 
 平成16年６月25日 
新株予約権 
(新株予約権の数571個) 
株主総会の決議日 
 平成17年６月24日 

新株予約権 
(新株予約権の数566個) 
株主総会の決議日 
 平成16年６月25日 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 平成16年11月10日に、スイミングス

クールの営業権、営業資産の取得をし

ております。 
(1)目  的 経営計画の重点項目の

一つである、人々の余

暇・健康を充実させる事

業の運営について、収益

が見込まれるスイミング

スクールを取得し、事業

の強化・拡大を図るた

め。 
(2)概  要 巽住宅株式会社及びオ

ール興発株式会社の管財

人等が所有、運営する近

畿2ヶ所のスイミングスク

ール及びそれに付随する

事業を営業譲受の方式に

より当社にて取得、子会

社の株式会社アセット・

オペレーターズが運営管

理を行う。 
(3)決議日等 平成16年10月20日取締

役会決議 
      平成16年11月 ４日取得

の契約 
(4)取得金額  743,000千円  
  

平成17年12月5日開催の当社取締役会において、欧

州を中心とする海外市場（但し、米国を除く。）に

おいて私募を行う2010年12月22日満期円貨建転換社

債型新株予約権付社債の発行を決議いたしました。 
1.発行総額 ： 5,000百万円

2.発行価額 ： 額面金額の100％

(各社債額面金額5百万円)

3.募集価格 ： 額面金額の102.5％

4.利息 ： 利息は付さない

5.償還期限 ： 2010年12月22日
（ロンドン時間）  

6.払込期日及び発行日：2005年12月22日
(ロンドン時間) 

7.資金使途 ： マーチャント・バンキング
事業 

の資金に充当するため 
8.担保又は保証 : なし

9.発行する新株予約権の総数 ： 1,000個

10. 新株予約権の行使請求期間 ：
    2006年1月5日（ルクセンブルグ時間）から

2010年12月8日の本新株予約権の行使のため
に本新株予約権付社債が預託された場所の銀
行営業終了時までとする。但し、2010年12月
8日までに本社債の社債要項に定める事由の
発生に基づき当社の選択によって本新株予約
権付社債が繰上償還された場合には、当該償
還日の東京における3営業日前の上記の場所
の銀行営業終了時までとする。但し、当社が
当該償還日に本社債全額の償還を行えない場
合又は本新株予約権付社債の所持人が債務不
履行事由が発生したことを理由として当社に
対して本新株予約権付社債について期限の利
益を喪失せしめる旨の通知をした場合には、
本新株予約権の行使請求期間は、期限が到来
した本社債の元本金額全額を本新株予約権付
社債の所持人が受領した日（2010年12月8日
より前の日であることを要する。）に終了す
る。 

11.新株予約権の行使に際して払込をなすべき額：

  ①新株予約権1個の行使に際して払込をなすべき 
額は、本社債の発行価額と同額とする。 

 ②本新株予約権の行使に際して払込をなすべき当
社普通株式1株当たりの額は当初413円とする。 

   なお、商法341条ノ3第1項第7号及び第8号によ

り、新株予約権を行使したときは、当該新株予

約権に係る社債の金額の償還に代えて、当該新

株予約権の行使に際して払込をなすべき額の金

額の払込とする請求があったものとみなす。 
12.繰上償還条項 ： 

大阪証券取引所における当社普通株式の終値
が、当該各取引日において30連続取引日（終値
の無い日を除く）にわたり、当該各取引日にお
いて適用のある転換価額の120％以上であった
場合、社債額面金額にて繰上償還可能、等一定
の場合について繰上償還が可能。 

 該当事項はありません。 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  
―――――――――――― 

 当社は平成17年６月24日開催の取締役会におい

て、株式分割による新株式の発行を行う旨の決議に

基づき、11月21日に株式分割を行っております。当

該株式分割の内容は、下記のとおりであります。 
1.平成17年11月21日をもって平成17年９月30日最終

の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は登録され

た株主の所有株式数を、１株につき２株の割合を

もって分割する。 
2.分割により増加する株式数 
  普通株式 39,965,398株 
3.配当起算日 平成17年10月１日 
 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合

における(１株当たり情報)の各数値は以下の通りで

あります。 

前中間会計期間 
(自 平成16年 
   ４月１日 
至 平成16年 
   ９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年 
   ４月１日 
至 平成17年 
   ９月30日)

前事業年度

(自 平成16年 
   ４月１日 
至 平成17年 
   ３月31日)

１株当たり 
純資産額 

１株当たり

純資産額 
１株当たり

純資産額 
83.47円 113.80円 89.28円

１株当たり 
中間純利益 

１株当たり

中間純利益 
１株当たり

中間純利益 
3.47円 5.92円 9.15円

―――――――――――― 



  
  

(2) 【その他】 

第82期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月15日開催の取締役会
において、平成17年９月30日の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当
を行うことを決議いたしました。 

  

  

  

  

① 中間配当金の総額 39,910千円 

② １株当たり中間配当金 1円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月16日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

   

  

  

  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第2項第2号の２(ストックオプ
ション制度に伴う新株予約権の発行)
の規定に基づくもの 

  平成17年４月13日 
東海財務局長に提出。 

            

  臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第2項第8号(営業譲渡)の規定
に基づくもの 

  平成17年５月17日 
東海財務局長に提出。 

          

  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月24日 
東海財務局長に提出。 

          

            

  有価証券届出書(第三
者割当増資)及びその
添付書類 

      平成17年６月24日 
東海財務局長に提出。 

            

  有価証券届出書の訂
正届出書 

 平成17年６月24日提出の有価証券届
出書(第三者割当増資)に係る訂正報
告書 

  平成17年６月28日 
東海財務局長に提出。 

          

   有価証券届出書(新株
予約権証券)及びその
添付書類 

    平成17年８月10日 
東海財務局長に提出。 

          

  
臨時報告書  企業内容等の開示に関する内閣府令

第19条第１項及び同条第２項第２号
の規定に基づくもの 

  
平成17年12月６日 
東海財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から

平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アセット・インベスターズ株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、アセット・インベスターズ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月５日開催の取締役会において、２０１０年１２月２２日満期円

貨建転換社債型新株予約権付社債５，０００，０００千円の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８１期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から

平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アセッ

ト・インベスターズ株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１

日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

アセット・インベスターズ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているアセット・インベス

ターズ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、アセッ

ト・インベスターズ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日

から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月５日開催の取締役会において、２０１０年１２月２２日満期円

貨建転換社債型新株予約権付社債５，０００，０００千円の発行を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 青 山 裕 治 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 田 中 俊 之 
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